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経済論聾〔京都大学〉第147巻第l・2.3号. 1凹i年1・2・3月

パネルデータによる効率賃金

仮説の検討*

野田知彦

I はじめに

効率賃金仮説は，新占典派賃金理論に対抗する非常に有力な仮説として注目

を集めているが，その理論。有効性は充分に検討されてはいない。本稿の目的

は，効率賃金仮説の企業の生産性の決定に関する部分に注目L.企業のパネル

データを使用して，賃金と生産性の関係を生産関数を用いて実評的に検討する

ことである。

この効率賃金仮説に基づいた賃金決定の研究が国際的にも盛んに行われてい

るヘ日本においては，植田・岡崎 [4J が企業のパネルデータを使用して，

日本において大企業の賃金決定に効率賃金仮説が当てはまる可能性が高いこと

をあきらかにしている。また，大橋[1Jは効率賃金仮説に基ついて日本での

ボーナス決定のメカニズムを明らかにしている"。

このように，賃金決定の側面では，効率賃金仮説の日本経済への妥当性が主

張されているが，本稿では，これらの諸研究とは視点を変えて，賃金と生産性

の関連という側面から効率賃金仮説の妥当性を検討することを課題とする。

注).本摘の作成に際して京都大学経済学部の野沢正徳教授，大西広助教授には有益なコメシトを
裁いた。また，神戸商科大学の斉瞳清教授肥は，計算機内利用に勺いて便宜を園司て戴いた。こ
こに記して感謝申し上げたい。もちろんありうべき誤りについては筆者の責任によるも白であ
る。

1) Krueger and Summers [1の， Katz [8Jを審照。
2) 植田・岡崎【4)は，マイクロ データ使用して，賃金関数を推定し，個別企業の賃金決定が
相場賃金の彫響を強く受けることを恨拠に効率賃金仮説の日本経済への妥当性を主張している。
また，大橋[l)は，産業別デ タとマイク戸 データを慣用してボーナス制度を効率賃金仮説

の立場から捉えて，効率賃金恒説。妥当性を主張している。
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日本経済のパフォーマンスの良さや日米の貿易摩擦とも関わって日本企業の

生産性白国際的な水準での高さが問題とされている。企業の生産性と研究開発

活動との関連などが盛んに分析されている o しかLながら， 日本企業の生産性

の高さを技術的な側面だけで説明するのは不一一分であると思われる。技術的側

面もさることながら，労働者の労働努力，労働努力水準の高さについても当然

問題土きれるべきであろう。更には，それらをもたらしている労働市場や労働

過程のあり方も問題とされな村ればならない。本稿は， 日本の労働市場の特質

が労働努力を通じて， どの様にして企業の生産性の高さをもたらしているかの

メカニズムの解明のための序論的アプローチである。新古典派的な標準的な生

産関数の理論では，企業聞の賃金格差が生産性に影響など及ぼさない。また，

失業率などの労働市場の条件が企業の生産性に影響を及ぼすこともない。しか

しながら，効率賃金仮説においては，企業聞の賃金格差や失業率が労働の効率

を通じて，企業の生産性に影響を与えるとされている。本稿では，効率賃金仮

説の企業の生産性と賃金の関連に光をあてて，実証的に検討する。

効率賃金仮説を実証的に検討する場合に，我々は次の点に注意する必要があ

ると考える。まず，労働の質を表す変数の効果についてである。高賃金が高生

産性をもたらす場合，高賃金による良質の労働の採用という同組がある。 ζの

点は，労働の質を表す変数をコントローノレするよとによって，改善を試みた。

また，もう一つの問題として，企業の生産性によって賃金が決定されるという

逆の関係が存在する可能性があるu この点については，操作変数法による推定

を行うことで改善を試み売。とのように本稿では，これらの問題に可能な限り

注意を払い効率賃金仮説を検討した。

以下，第2節において分析の理論的な背景を簡単に説明した後，第3節にお

いては分析のフレームワークについて，第4節では推定方法とデータについて，

第 5節においては，生産関数の推定と結果の解釈について分析し，第6節は結

論が述べられる。
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II 効率賃金仮説について

ここで，効率賃金仮説の基本的な枠組みについて見てみよう。

企業の生産関数を Qニ F(e(叫 L) と仮定する。ここでQは生産量:， e(叫は叩

の賃金をうけとる労働者の努力によって決まる労働努力水準，効本 (e伍Clen-

cy)， Lは雇用者数である。企業は利潤 F(e(四 )L) 四 L を最大化する土号に

聞と Lを選択する。

max F(e(叩 )L)一回L
w， L 

必要条件はつぎのようになる。

(1) 

e'(日*)四*/e(即 *)=1 (2) 

e(叩勺F'(e(即 *)L)=加* (3) 

最適賃金は，労働努力の賃金に対する弾力性が 1になるという条件を満たし

ている。また，最適賃金は労働努力 1単位当りの賃金を最小にする賃金である。

効率賃金モデノレには，いくつかのバージョンが存在する。 Katz[8Jに従っ

て，簡単にサーベイしておこうの。

第一にシャーキ γF・モデノレがあげられる。チーム生産を中心とする現代の

企業組織では，労働者の行動を完全に監督したり，彼らの生産へ白貢献につい

ての正確な情報を得ることは，多大なコストがかかり不可能である。そのため，

労働者はなまける動機を持ワことになるが，企業はそれを防止するために，他

企業と比較して相対的に高い賃金を支払うことによってなまけが発覚し，現在

の職を失った場合の損失を大き〈するというものであるυ この場合には，労働

者が職を失った場合に新しい職につ〈ことができる可能性が小きいほど，また，

白企業の賃金が高いほど，労働生産性はト昇寸ることになる。

第三のそデノレとして「逆選択そデル」があげられる。これは，労働者の質に

関する情報が不完全な経済においては生産性と賃金との間に正の関係が存在す

るζとを主張するものである。能力のことなった労働者がそれぞれの能力に応

む ここでのサーベイは， Katz (8Jを参考にし7ニ。
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じてことなった留保賃金を設定するものとする。労働の質に関しての情報が不

完全であるために企業は労働者の能力を正確に測定し，それに若づいてことな

った賃金を支払うことができない。そこで企業は能力の高い労働者を確保する

上で留保賃金と能力との正の関係を利用する。企業は高い賃金を支払う ζ とに

よコて有能な労働者を募り， そこから質の高い労働者を採用しようとする。こ

の場合，も L 上り低い賃金で働きたいという労働者がいても，企業ほ採用し

ない。なぜなら，彼の留保賃金は現行水準以下なので，彼の能力は現在雇用L

ている労働者以下ということになるからである。

第三のそデノレは「労働移動そデノレ」と呼ばれる。このそデノレは支払い賃金が

高くなればなるほど労働移動が減少し，企業は労働者の訓練中採用にかかるコ

λ トを節約でき，その結果，生産性が上昇するというものである。

第四に，慣習や伝統に行動規範といった社会学的要因に基ついて賃金と生産

性との関連を説明する「社会学的モデル」である。このモデルによると，個個

の労働者の努力水準は彼の所属するグループの労働規範に依存する。そしてこ

の規範を決める主要な要因は，彼らが公正に扱われているという気持ちであ

る。もし，企業が梧場水準を上回る賃金をギフトとして労働者に支払えば，彼

らはそり返礼として規範を引き上げ，一層の努力をするようになる。

以上のように，モデルによって強調する点は違うけれども効率賃金仮説は賃

金と労働生産性との聞の正の相関に着目することによって，賃金の硬直性や非

自発的失業の存在を説明するものである。

次に，効率賃金仮説のどのパージョ Y が日本経済に当てはまっているのかに

ついて考えてみよう。ここでは「労働移動モデル」と「社会学的モデル」につ

いて検討してみよう。

まず i労働移動モデノレ」について考えてみよう。日本の賃金体系はいわゆ

る年功賃金体系といわれている。年功的な賃金体系は勤続と賃金を強〈結び付

けることによって，離職にともなうコストを大きくし，労働者の離職の動機を

減じる機能を持っている。したがって，年功賃金体系を効率賃金仮説の枠組み
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で理解するならば，離職した場合の期待賃金を減少させることによって，現行

賃金本準と離職時の期待賃金との格差をより大きくさせる効果を持つ乙とにな

る。よく言われるように，日本の賃金プロファイルの形状が欧米のそれに比べ

て年功的であり，右上がりの傾斜が大きいとするならば，離職時の期待賃金の

水準が相対的に低いことになる。このように考えると，年功賃金体系を効率賃

令仮説の枠組みで理解するととができる。

次に，社会学的モデノレについては次のこ点について検討してみよう。まず第

一に，企業の賃金決定に及ぼす相場賃金の影響についてである。企業レベルで

の賃金決定は相場賃金の影響をつよく受ける。植田・岡崎 C4Jなどでは，企

業の個表データを用いて企業の賃金関数を推定L，相場賃金の影響を強く受け

ることを明らかにしている。

第 1表からあきらかなように，企業が賃金の決定に際して最も重要視するの

が同格企業の賃金である。 AkelofC 5 Jによると「社会学的モデル」の枠組で

は，労働者が最低水準を上回る賃金を得ることによって公正にあっかわれてい

ると感じ，労働努力水準を上昇させるのであるが，労働者の許容する最低賃金

が同格企業の賃金水準であるとすれば，労働者は同格企業の賃金と比較して，

自らが公正にあっかわれているかどうかを判断ずることになる。もし，世間相

場が変動するようなことがあれぽ，企業は労働のイン也ンティフ慣が低下しない

ように自社の賃金を変化させることが必要になる。このように考えれば，企業

の賃金決定が相場賃金の影響を強〈受けるとし、う現象を効率賃金仮説の立場か

ら説明するととが可能である。

次に. r社会学的モデノレ」の妥当性を考える第二の点として，企業内の賃金

構造について検討しておく必要がある。効率賃金仮説と企業内の賃金構造の関

連について KatzC 8 Jの見解を参考に検討してみよう。 Katzは個表を用いた

グロ旦セクション分析で，勤続年数，学歴などの労働の質を表す全ての変数を

コントローノレした上で10の職種についてそれぞれ産業別の賃金格差を推定L.

各産業がどれほどの賃金プレミアムを獲得しているのかを推定した。そして，
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第1表 賃金引き上げ巴際に「世間相場」を重視した場合，第 1位に参考にした
他企業白項目別の企業構成比 (単位見〉

規 模|年 1計 I~&諜!日正鵠|他産業|民地域|系列企業|その他
1976 100.0 19.9 61.7 10.7 2.0 5.1 

77 100.0 24.6 62.8 7.1 0.5 3.8 1.1 

78 100.0 25.3 62.6 8.2 0.5 2.2 1.1 

79 100.0 26.3 54.5 11.4 1.2 4.8 1.8 

5，口口口人 80 100.0 22.3 60.0 10.9 0.5 3.1 2.6 

以上 81 100.0 20.5 58.4 14.1 0.5 4.3 2.2 

82 100.0 18.2 62.6 12.8 0.5 4.9 1.0 

83 100.0 18.0 62.8 12.0 1.1 4.9 1.1 

84 1日Q.Q 18.1 60.1 13.5 1.6 4.7 2.1 

85 100.0 23.3 57.8 11.7 1.7 4.4 1.1 

1976 100.0 18.7 66.9 2.2 4.8 5.6 0.9 

77 100.0 18.6 64.0 3.1 6.7 5.9 J.4 

78 100.0 19.4 57.8 7.5 6.5 7.2 1.7 

79 100.0 18.9 61.6 6.5 2.3 9.3 1.4 
1.0口3人 80 100.0 18.7 61.8 5.7 4.7 7.9 1.2 

4.999人 81 100.0 24.9 56.4 5.0 5.8 6.8 1.1 

82 100.0 19.3 60.3 6.0 5.4 7.4 1.6 

83 100.0 15.9 57.7 9.5 3.1 12.6 1.3 

84 100.0 15.7 63.4 6.4 1.7 10.7 1.9 

85 100.0 20.4 59.5 7.0 3.4 8.4 1.2 

出所皆働省「賃金引き上げ等の実態に関する調査結果報告書J1986年

各々の職種間の賃金プレミアムの相闘が 0.7から 0.9と高いことを実証的に示

した。このことは 1つの産業または企業である職種の賃金プνミアムが高い

場合は，他の職種についても高い賃金プνミアムを得る可能性が高<.控の場

合は逆になる可能併が高いことを示してい品。つまり企業内において職種間で

の賃金フ。レミアムの分配が公正に行われており，このことによって労働者が公

正にあっかわれていると感じることになる。このことから Katzは社会学的モ

デノレの妥当性を主張するのである。われわれも社会学的モデノレの妥当性を主張

するのであるから，企業内の賃金構造について検討してお〈必要がある。
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ここでは簡単ではあるが企業内の賃金構造について検討しておこう。 Katz

の分析は，佃表データを使用した分析であるが，ここでは，集計されたデータ

を使用する。また，細かな職種別のデータを使用することができないので，生

産労働者(ブルーカヲー)，管理・事務労働者及び技術労働者(ホワイトカ

ラー〉の二つの職種に分けて，それぞれについて産業の賃金プレミアムを推定

し，その相関をみてみることによって，企業内での賃金構造について検討し

「社会学的モデノレ」の妥当性を検討してみたいと思う。使用す畠データは，昭

和田年「賃金構造基本調査」である。推定は製造業に限って行った。コントロ

ール変数には，学歴とその二次項，勤続年数とその二次項，性別，勤続年数と

学歴，動続年数と性別の相互作用の項，企業規模を使用した。推定は次のよう

にして行った。

W;=X，js+α+e;j (4) 

W;i・第J産業ー職種セノレの第z番目の時間当たりの所定内賃金の自

然対数値

X;j: コントローノレ変数のベグトノレ

戸:パラメーターのベクトノレ

αj :第j産業ー職種セノレの賃金プνミアム

e;j・誤差項

産業別の賃金プレミアムの推定のたぬに，まず，第ーに被説明変数と企ての

説明変数について，産業 職種別セノレの平均値からの偏差の形に変換して，回

帰分析を行う。

W，，-Wj=(XU-Xj)s+Uυ (5) 

W;:第 j摩業ー職積セノレの時間当たり所定内賃金の自然対数値の平

均値

X;:第 J産業ー職種セノレのコントローノレ変数の平均値

h 誤差項

次のようにして産業の賃金プレミアムを推定する。
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αj= Wj-Xjs (6) 

以上のような方法で，産業別の賃金プレミアムを推定し，各産業の賃金プν

ミアムを集計して，生産労働者(プノレーカラー)， 管理・事務労働者及ぴ技術

労働者〈ホヲイトカヲー〉の賃金プレミアムの相関係数を計算したところ0，75

と高い値が得られた。我々の使用したデータは，集計されたデータであり 2

つの職種にしか分けていないという限界はあるが， 2つの職種聞での産業の賃

金プレミアムの相関が高いことから I社会学的モデノレ」があてはまっている

可能性が高いといえる。しかしながら，ここではデータの制約上から企業内の

賃金構造と効率賃金仮説の関連についてここではこれ以上のことを述べること

はできない。ここでの分析は，更に詳細な分析のための第一次的接近として捉

えられるものであ号。

以上，企業の賃金に対する相場賃金の影響，及び，企業内の賃金構造につい

ての試算より「社会学的モデル」の妥当性を検討した。

III 分析のフレームワーク

つぎに効率賃金仮説にもとづいて，賃金と生産性の関係について実証的に検

討するために次のようなモデルを考えることにする。

ζの生産関数を推定のために，以下のように特定化ずる。まず標準的なコプ

_}tyラス型の生産関数を修正し，次のような生産関数を考える。

Y=AK"(eL)' (7) 

Yは産出量，Kは資本兵トック Lは雇用者数 eは労働努力を表れ

この生産関数を一人当りの労働生産性 (Y/L)と資本労働比率 (K/L) を

明示的に表す土うに変形すれば，

Y /L=A(K/L)"e'L"+，-1 (8) 

と表すことができるロこの式ではp 雇用者数にかかるバラメーターによって，

資本ストックと雇用者数に関する規模の効果が捉えられる。

この生産関数を対数をとった形で次式のように変形すれば，
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ln Y/L=lnA+aln(K/L)+blne十cln L c=α+bー1 (9) 

となる。

次に労働努力関数を特定化する。まず，次のように賃金プレミアム Wネを定

義する。

百月=W-[pW.+Cl-p)W.J (10) 

Wは現行賃金 W.は再就職できない場合の期待所得 W.は再就職した場合

に得られる期待賃金であり，相場賃金と考えることができる。 pは一定期間再

就職でき沿い確率である。

この場合の賃金プレミアムは当該企業の賞金と離職した場合の期待所得との

差額である。との指標は，当該企業と相場賃金との賃金格差も含んでいる。こ

の賃金プレミアムが大きいほど，労働者の離職行動は抑制きれるとともに，労

働努力が増加することになる。

次に，失業率Uについてであるが， Shapiro and Stiglitz [13J によれば，

失業率の上昇は労働者の交渉力を弱めて，労働者の労働を規律づける効果があ

るとされている。

この他にも，労働努力を決定する要因として，企業のモニター活動の強度が

上げられる。しかしながら，企業別のマイクロデータを使用した我々の分析で

は，データの制約上このそニター活動の生産性に対する効果を推定することは

できなかった。この点は，より集計庄の高い虚業別のデータなどを用いて推定

する必要があろう o また，集計度の高いデータを使用した結果とマイクロデー

タを用いた結果を比較検討するのも意味があることであろう。

企業の生産性によって賃金が決まるという関係が存在した場合，同時方程式

パイアZ が発生する可能性を考慮する必要がある o 我々は，操作変数法を用い

ることによって ζ の点を考慮することにした。

また，高賃金が高生産性をもたらす原因として，高賃金に見合った良質の労

働力の採用することによる効果が考えられる。この場合には， もし，賃金プレ

ミアムの生産性に対して有意な効果を持っていたとしても，良質の労働力の生
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産性に対する効果を代理しているにすぎないかもしれない。われわれは， この

点を考慮にいれて平均年齢，勤続年数，労働者四性的な性質についてもコント

ローノレ Lた。この場合は，平均年齢は，企業主越えて適用する経験の蓄積され

た効果を提える指標として考えられる。勤続年数は，企業での特段的な人的資

本の効果として考えられる。男子の従業員比率は，男女の労働への参加の程度

や経験の差Fしで捉えられる九

これらのほかにも，学歴や労働組合の効果などについてもコ γ トローノレする

必要があるが，データの制約により，上述の 3つの変数にとどまった。今回検

討できなかった要因をコントロールしての推定は，企業のモニター活動の強度

とともに今後の課題となろう。

以上の点、を踏まえて，我々は，労働努力関数を以下の用に特定化する。この

さいに各変数の相互作用については無視をした。

e=exp[c 1 +c 21n百戸+c31nU+c 4EX+c 5AGE 

+ c 6MALE] (11) 

EXは勤続年数，AGEは年齢，MALEは男子の従業員比率をあらわす。

このように，労働の質に関する変数をコントローノレした上での賃金プレミア

ムと失業率の生産性に対する効果を推定をする ιとになる。

(11)式を(9)式に代入し推定可能な式をえることができる。

この推定式より，賃金プレミアムの生産性に対する効果は

dln(Y/L)/dln(Wり=bc2 (12) 

また，失業率の些摩件に対する効果は

dln(Y jL)/dln(U) =bc 3 (13) 

として捉えられる。 c2は労働努力に対する賃金プレミアムの効果であり b

は労働努力に関する生産弾力性であり，その積として賃金プνミアムの生産性

効果が推定される。この効果は，資本 労働比率で捉えられる技術の相違や雇

4) 骨働の質的変数については，学歴や労働組合の組織車についてもコントロールする必要がある
が，有価置~報告書にはこれらのデータが記載されていなし、。従って，これbのデータについτ

は今回は省略せざるをえなかった。
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用者数で捉えられる規模の効果，そして労働の質をヨントローノレしたうえでの

賃企プレミアムの生産性に対する効果と見なすことができる。

IV 推定方法とデ-$7

前節のそデノレをパネノレデータを使用して推定するの推定方法は，最小自乗法，

操作変数法を用いた。

我々が，実証分析のために使用したデータは，上場企業の企業別データであ

る。有価証券報告書をもとにしてつ〈られた日本経済新聞社の日経財務データ

を用いたヘ我々が対象としたのは，一般機器産業，精密機器産業の 2つの産

業である。その理由は， これらの産業が国際貿易上の鍵を握っており，高生産

性を達成している産業だからであり，その産業での生産性の決定メカニズムを

明らかにしたいからである。

両産業とも30社を対象とし，推定期聞を1976年から1985竿までとした。

実際に使用したデータは以下のものである。

y.， 付加価値についてどこまで含めるべきかは，それ自身問題である。たと

えば，為替の損益などを含めるべきかどうかなどの問題が存在するが，ここで

は生産の効率と言うことを考えるために筒略化して，賃金，営業利益，減価償

却の合計額を産業別産出価格指数で実質化したものを使用した。

K"資本ストヅクには，有形固定資産を使用し，産業別投入価格指数で実質

化したものを使用したへ

Ljj- 企業の従業員数を使用した。

Wil 実質賃金には，労務費を雇用者数で除したものを消費者物価指数で実質

化したものを使用した。

5) 本稿での推定に当たってはそ白ー部を神戸商科大学の斉藤清教授の開発された XCAMPUS3 
(Exploratory Camputer Aided Macro economic and micro economic date. Processing System. 
3 rd Version)というソヲトを使用した。このジステムの詳細について位斉藤 (2)(3)を多照.

6) 資本スト少ク測定上の最大の問題点は，実際の資本の生産能力をどの様に測定するかというこ
とである。今回の分析では，資本ス十ックについては， ご〈単純な方法で取り扱ったが，より厳
密な資本ストックの計測に基づく生産闘数の推定は今後の課題としたい。
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Fにー現職を離れた場合に得られる賃金には相場賃金として. r毎月勤労統計月

報」から産業別の現金供与総額を使用した。

W" 失業している聞に得られる所得には，雇用保険事業所年報から一人当り

の雇用保険給付額を算出し使用した。

P. U， 職を失った人が一定期間そのままの状態である確率は，労働市場での

受給条件に依存するものと考えられるので完全失業率を使用した。失業率には

完全失業率を使用した。

きて，パネノレデータを用いて生産関数を推定する場合に，各企業ごとの経営

資源や経営能力などの違いを無視して生産関数を推定すれば，各パラメータに

バイアスが生じる可能性がある。このために各企業毎に生産関数がシフトする

ことを考慮にいれて生産関数を推定する必要がある。パネルデータを使用する

場合には，五日deffectモデノレと randomeffectモデノレがあるが， ここでは，

畳間d effectモデノレを用いて生産関数の推定を行う。 このために次のように変

数変換を行って生産関数の推定を行った。

Y;t-Y;= sCXot-Xj)十九 (14) 

α;=Y;-sX; (15) 

Yi，:企業期の被説明変数 Yj: 企業の被説明変数の平均値 s:パラメ

タ.X“企業期の説明変数 Xj; 企業の説明変数り平均値引 z 

企業の:6.xede百ectSa:誤差項

このモデノレは，叫について，定数項ダミーをいれたそデノレと同じものである。

との叫で， コントロール変数で捉えられない要因を捉えることができる。と

のような五xedeffectモデルを最小自乗法，操作変数法を用いて推定した。

生産性，賃金などは，景気変動の影響を受けて変動する割合が大きいと考え

られる。そのため，景気変動の生産性への影響をコントロールするために年次

ダミー導入して推定をおこなった。
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V 推定結果

推定結果は，第 2表に示している。賃金プレミアムと失業率の係数をそれぞ

れについてみてみると，賃金プレミアムについては両産業とも符号条件を満足

しており，統計的に有意である G また，失業率については，期待された符号条

件と逆の結果となっている。

第2表生産関数の推定結果一般機器産業

(1) (2) (3) (4) 

説明変数 OLS OLS INST INST 

lnK/Li'* 〔8Oお43〕0 
0.435 

〈7O9452〕1 
0.411 

(8.86] (7.94] 

lnL"キ 一0232611 0.231 -O 2132〕9 O 22181 1 
(-1 ( -1.21] (-1 ( -1. 

10 lV*it* 
〔0539242〕

0.294 0.286 0.279 
(5.76] (5.56J (5.48J 

lnUt O 2688〕
1 -0.264 -0.261 -0目263

(-4 ( -4.71] ( -4.66] ( -4.67] 

AGE" 0.032 0.029 
(3.21] (2.97] 

EX" CO l 
015 0.010 
60J (1.58] 

MALE" (306001〕
4 

〔3040711
3 

Firm Dummy yes 

AdjR' 0.598 0.602 

S. E. E 3.121 3.001 

F'Value 30.25 33.23 

生産関数の推定結果精密機器産業

(1) (2) (3) (4) 

説明変数 OLS OLS INST INST 

ln KjL，，* o 521
〕
1 0.483 

〔
o841074 

〕
0.456 

(8.2 (8.13] (8.12J 

lnL，，* -O 
2271
〕
5 0.201 -0.199 -0.197 

( -1. ( -1.25J ( -1.21] ( -1.20] 

In ¥¥沖
C0526086 

1 
0.279 

C052471〕
2 

C05 
267 

(5.52J 32] 
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InU， -0.121 0.120 -011519 〕
( -4.21) ( -4.19) ( -4.1 

AGEit 0.026 
〔乱301244〕(3.17) 

EX;， 0.010 [O 1O67U9 〕
(1.67) 

MALE" 0.015 0.013 
(3.19) (3.15コ

Firm Dummy 

AdjR， 0.632 0.654 

丘 E.E 3.843 3.664 

Fvalue 34.56 37.75 

(75) 75 

-0.114 
( -4.14) 

yes 

注) ()内は t/1直を示す。 OLSは最小自乗法. INSTは操作変数法による推

定(操作変数リスト:K/L;.，_" W九，-17 U" AGE;" EK;巾 MALE，，， R/ L (従
業員一人当たりの利益)，，， R/I>，，，_，) 

堵は内生変数として営業った変数を示す。

更に最小自乗法と操作変数法との推定結果を比べてみると第2表から両産業

とも，最小自乗法と操作変数法との推定結果には，ほとんど差がないことをし

めしている。このことから，生産性が賃金をきめると L寸関係によって影響を

うけている可能性は，きわめて低いと言えよう。

規模の効果を捉える企業の雇用者数の係数は，統計的に有意となっでおらず，

規模の効果は存在しないと言える。また，規模の効果をコントローノレした場合

にも，賃金プνミアムの生産性に対する効果は有意であるといえる。

(1)式をみるかぎり賃金プレミアムの生産性に対する効果は，統計的に有意

であり，賃金プレミアムが生崖性の上昇に寄与しているといえる。しかしなが

ら，この段階では，労働の質を表す変数D生産性に対する効果を代理している

にすぎないかもしれない。次に，これらの労働の質を表す変数士導入した結果

をみてみよう o 動続年数」平均年齢，男子従業員比率などの質的要因を加えた

場合はどうなるであろうか。もし，これらの変数を加えて推定した場合に，係

数が顕著に低下すれば，賃金プレミアムの生産性に対する効果は，良質の労働

を代理しているにすぎないということになる。

(2)(3)式は労働の質的要因をコ y トローノレした推計式である。まず，年齢
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をAGEについては，期待されたとおりの符号で統計的にも有意な結呆となっ

ている。勤続年数をあらわずEXについては，規定されたとおりり符号となっ

ているが，統計的に有意な値とはなっていなしH 男子の従業員比率MALEに

ついては，期待された符号で有意な結果となョている。労働の質的要因をコ ν

トロールした場合にも，賃金プレミアムの生産性効果は，統計的に有意な値と

なっており，労働の質的要因をコ y トロールしない場合と比べても係数の大き

さについては大きな変化はみられない。

さらに，労働の質の効果を検討するために，労働の質を表す係数に代えて，

企業別のダミーをいれて推定してみたのが(4)式である。この場合についても，

大きな変化をみることはできなし、。

第3表は，賃金プレミアム，年齢，勤続年数，男子従業員比率についての相

関係数行列が示しである。一般機器産業では，賃金プレミアムと AGE，EX， 

MALE とのそれぞれの相関は， 0.242， -0.021， 0.119であり， 精密機器産業

でも同様の結果がみられる。賃金プレミアムは，労働の質的変数との相関が低

いことからも，賃金プレミアムが，労働の質的変数の代理をしている可能性は

ないと言える。

また，この表をみると，いずれの変数についてみても他の変数とり相関が低

〈なっている。このことから，多重共線住の可能性はない。

最後に，年次ダミーを導入した場合には，賃金プレミアムの係数が一般機器

第3衰説明変数の相関係数行列一般機器産業

In ¥¥沖 1.00 

AGE 0.242 1.00 

EX -0.021 0.121 1.00 

MALE 0.119 0.312 0.225 1.00 

精密機棒産業

InW 1.00 

AGE 0.256 1.00 

EX -0.032 0.210 1.00 

MALE 0.253 0.343 乱201 1.00 
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産業業では0.255(5.21].精密機器産業では 0.261(5.20J とわずかの変イ七があ

るものの，賃金プレミアムの生産性に対する効果は依然として有意であった。

産業の賃金格差に関する研究は，我々の結論を補強してくれる。産業別の賃

金格差に関する研究においては，産業聞の賃金格差それ自身は，標準的な人的

資本論の立場からでは説明できないことが示されている。例えば Krueger

and Summers (10)の研究では，産業を移動した労働者について賃金の変化を

推定し，産業の状態に依存した賃金プレミアムを獲得すること，従って，賃金

格差は人的資本の蓄積の遣いそれ自身からは説明で2まないとと世明らかにじて

いる。日本においては，産業閣の賃金格差についての研究はさほど行われてい

ないが，同様のことが言えるとすれば我々の結論はより強固となるであろう。

以上のことから，企業規模や平均年齢，勤続年数，男子従業員比率などの労

働の質的変数をコ y トロールした場合にも，賃金プレミアムは生産性に対して

有意な効果をもっと言うことができる。我々の分析した産業においては，効率

賃金仮説が想定するような生産性の決定メカニズムが存在しているといえよ

.';7) 

次に，失業率の生産性に対する効果についてみてみよう。我々の推定結果は，

期待された符号条件と逆の結果になっている。この関係は，景気変動にともな

う生産性と労働市場の受給状態を反映している可能性が高い。失業率などの労

働市場の需給状態が生産性にもたらす効果の推定には更に厳密な検討が必要と

なるであろうが，ここでは，失業率が労働生産性に対してEの効果をもっとい

うメカニズムには否定的な結論を下すことができる u 周知の上うに日本の失業

率は欧米などと比べると際だって低水準で推移している。また， 日本の大企業

では終身雇用制が定着し，強固な内部労働市場が形成されているもとでは，企

業の生産性に対して労働市場の需給状態が作用しているとは考えにくいといえ

る。日本の大企業については，労働市場の条件による労働の規律づけというメ

7) 労働問質のほかにも企業の研究開発投資などの労幅生産性に与える効果についてもヨシトロー
ルする必要があるが，今後四課題としたい。
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カニズムとは違った形態での労働の規律づけが行われていると考えたほうがよ

い。例えば，日本的な集団主義のもとでのオストラシズム(村八分)が仔在し

ていたとすれば，自に見えない形での企業による労働の規律づけと捉える己と

も可能であろう。これらの生産性に対する効果を推定するのは別の機会に譲る

としても，失業によ品労働者の規律づけというメカニズムは否定されたことに

なる。

V 結論

以ヒ効率賃金仮説を「労働移動そデノレ」と「社会学的モデル」の 2つ，特

に「社会学モデノレ」の観点から検討してきたわけだが，効率賃金仮説の想定す

るように賃金プレミアムが企業の生産性を上昇させると言う関係は，一般機器

産業，精密機器産業において，労働の質に関するコ Y トロールした場合にも確

認することができた。しかしながら，失業による労働者の規律づけという効果

は確認することができなかった。

今回の分析で取り扱う ζ とのできなかった様々な要因を考慮にいれて，今回

検討しなかった産業についても効率賃金仮説が当てはまるかどうかを検討する

ことも残された課題である。

また，労働努力を決定する他の要因についてもさらに検討する必要がある。

特に，労働組合の生産性効果， いわゆる iVoiceJ効果について検討すること

が重要である。また，労働組合の組織率の後退が問題となっているが，組織率

の低下による交渉力の低下の生産性に対する影響も考慮する必要があるであろ

う。日本の労働時間が国際的にみてずば抜けて長いのは周知の事実であるが，

このことは，日本人の勤労意欲の高きや企業での昇進競争の激し害などの要因

を考慮にいれた場合でもそのいくらかの割合は組合の交渉力の低下によるもの

と考えることができょう。組合の交渉力の低下が労働者の労働努力水準にどの

様な影響を与えているかを検討することは，今後の組合運動のあり方を考える

上で大変重要な問題であるように思われる。
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